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区 分 島　数 面積（km2） 人　口 備　　　　　　　　考
428 10，256，4561，536，456この欄のみ1995年12月1日現在
有 人　離　島
（6．2） （2．7） （1．2） のデータである。
323 7，731．14 771，952法対象有人離島
（4、7） （2．0） （0．6）
一般離島・ 271 5，434．18 508，119 「離島振興法」離島振興対策実施
北海道離島 （4、0） （1。4） （0．4） 地域内離島（昭和28年法律第72
内 号）
4 68．25 2，824 「小笠原諸島振興開発特別措置
小笠原諸島 （0．06） （0．02） （0．002） 法」
（昭和44年法律第79号）
8 1，239．10 132，315 「奄美群島振興開発特別措置法」奄美群島訳 （0ユ） （0，3） （0．1） （昭和29年法律第189号）





















































法律指定 2000年 特 性県名 住民基本有人島数
台帳人口 内・近 外・近 群・主 群・属 弧・大 弧・小
北海道 6 15，634 1 3 2
宮城県 9 6，175 5 4
山形県 1 316 1
東京都 13（4士1） 27，640 3 10
新潟県 2 72，622 1 1
石川県 1 164 1
静岡県 1 303 1
愛知県 3 4，602 3
三重県 6 5，625 5 1
兵庫県 6 10，748 5 1
和歌山県 1 1，515 1
島根県 4 25，239 1 3
岡山県 15 4，076 15
広島県 16 23，198 16
山口県 22 6，758 17 4 1
徳島県 2 343 1 1
香川県 21 5，625 21
愛媛県 35 43，736 30 1 4
高知県 2 367 2
福岡県 8 3，008 7 1
佐賀県 7 2，545 2 5
長崎県 59 179，671 17 6 33 3
熊本県 6 4，607 6
大分県 7 5，967 2 5
宮崎県 3 1，388 3
鹿児島県 27（8脅2） 191，386 4 2 4 6 11
沖縄県 （40士3） 128，694 6 3 20 11

























































































































































































































































































































































































































































































































































































補助対象 補助対象経費区分 事業者の 負担率 補助対象期聞（国＋都道府県分）
要　　件
運行費補助 補助対象経常費用と経常収益の差額 補助金の交付を受けよ乗合バス 1／2（補助対象系統ごと） うとする会計年度の4
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































接続離島数 本土港数 離島港数 近接 群・孤 複合
1 1 2 9 1
1 で 3 3
1 1 4 1
1 1 6 1
1 2 1 8 1
1 2 2 4
1 3 1 2 1
2 t 2 13 6 2
2 1 3 4 2
2 1 4 3 2
2 1 6 1 4
2 1 7 1 1
2 で 10 1
2 2 2 1
2 2 3 4
2 2 4 3
2 2 11 2
2 3 2 1
2 3 3 1
3 1 3 4 2 2
3 1 4 2 1
3 1 5 1
3 1 7 1
3 2 3 2 1 1
3 2 4 1
4 1 4 1 1
4 1 5 3 2 1
4 2 5 1
4 2 6 3
4 2 8 1
4 3 4 1
5 ｛ 5 1
5 1 6 2
5 2 8 t
5 3 5 1
7 1 7 1
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年度 航路数 隻数 総トン数 平均総トン数
1997 345 690 340，444 493
1998 343 697 341，313 490
1999 334 661 308，799 467
2000 316 620 289，602 467
2001 332 629 285，405 454




年度 民営 第三セクター 公営 合計
1998 189 28 62 279
1999 184 26 63 273
2000 169　． 31 64 264
2001 173 32 66 271










『1995 70，392 一 1，743，540 一
1996 69，829 ▲　0．8 1，740，844 ▲0．2
1997 68，082 ▲　2．5 1，668，665 ▲4．1
1998 62，715 ▲　7．9 1，552，916 ▲6．9
1999 56，219 ▲10．4 1，449，157 ▲6．7








年　度 航路数 営業収入 営業損益 経常損益 経常収支率
1995 346 122，695 ▲1，396 ▲5，418 95．9
1996 345 121，737 ▲2，856 ▲6，152 95．8
1997 343 119，838 ▲2，719 ▲5，725 95．6
1998 334 106，353 ▲5，390 ▲7，654 93．5
1999 316 98，147 ▲7，427 ▲8，880 92．0



















500一 1 1 1 2 1 6
100－500 1 6 2 6 9 2 4 30
50－100 4 5 3 4 16
30－50 4 2 2 1 1 10
20－30 1 7 2 1 1 12
10－20 6 10 3 3 1 1 24
5－10 12 12一 4 8 36
1－5 18 18 2 2 1 1 42
















501一 1 1 2 3 7
301－500 1 1 1 2 1 6
201－300 1 1 2 3 1 3 11
101－200 1 3 1 3 3 1 1 13
51－100 2 5 2 3 1 2 15
11－50 24 37 14 13 3 2 93



























































































































































































































































































































































































































































































総合 公共 道路 鉄道 航空 海上
人文系 61．5茎00．0 83．390．955．665．5
理工系 20．50．0 6．3 9．1 44．46．9
報告書 15．40．0 10．40．0 0．0 27．6
その他 2．6 0．0 0．0 0．0 0．0 0．0

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































運賃が高い 47．0 53．1 51．8 34．5 44．2 43．1 47．2 1317
欠航時の代替手段がない 30．3 33．7 40．8 49．3 35．1 28．1 35．8 999
定期便の回数が少ない 39．0 44．4 18．5 43．7 33．1 38．6 32．2 898
所用時問が長い 15．9 11．1 37．6 56．3 39．1 41．8 31．9 891
繁忙期の混雑がひどい 8．4 7．0 26．4 21．1 23．4 24．8 19．3 540
発着の時間が不便 17．6 18．5 12．1 16．9 15．3 11．8 15．1 421
欠航が多い 4．1 10．3 15．5 35．2 17．5 17．0 14．1 394
船が遅い 10．3 7．0 11．5 26．1 16．5 16．3 13．3 372
本土交通機関との連絡が悪い 12．8 12．3 5．1 8．5 5．9 13．7 8．4 234





























































































































































































































































































































































































































































































































































就航時間 便数 利用者 人件費 燃料費 航路事業者
Plan1 一 増 ○ 一 増 △
Plan2 増 一 O 増 一 △
Plan3 増 増 ◎ 増 増 ×
Plan4 減 増 △ 一 増 △
Plan5 増 減 △ 増 減 △







































改善計画 運航サービス変化 就痂ヨ寺間 便数 利用者 海員数 人件費 燃料費 航路事業者
購 髄 一 増 △ 一 一 減 O減便策 ｝ 増 減 △ 減 減 一 O
高速策 高速 増 一 O 減 減 一 O




































































































































































































































































船　　種 超高速 高速 在来船 フェリー
近距離航路
内海近接単独 一 4 15（10） 16（4）
外海近接単独 一 3（3） 21（15 6（3）
内海近接複数 ｝ 15（2） 35（9） 21（7）
外海近接複数 一 3（2） 7（5） 7（5）
中長距離航路
孤島大型単独 2（2） 2（2） 2（2） 7（7）
孤島小型単独 ｝ 1（1） 8（8） 4（4）
群島単独 一 1（1） 4（2） 4（4）
孤島大型単独 2 2 3（1）
孤島小型単独 一 2（2） 7（7） 1（1）
群島単独 3（1） 4（4） 23（15） 13（8）







船　種 高速船 在来船 フェリー
航　路　数 7 56 22
便　数
平均 13．0 10．6 21．2
最大 20 34 60
最小 2 2 4
運航時間
（分）
平均 26．3 20．9 23．6
最大 60．0 45．0 50．0





最小 8　＝05 6　130 7：50
　船型
総トン）
平均 23．0 45．0 201．0
最大 67．0 134．0 484．0
最小 19．0 4．9 19．0
航海速力
ノット）
平均 26．3 14．9 10．4
最大 32．0 21．8 13．5
















































































































運航サービス改善策 高速船 在来船 フェリー
Plan1 85．7 94．4 77．3
2割減速策 42．9 88．9 31．8
4割減速策 42．9 80．6 22．7
1割減便策 0．0 2．8 27．3
2割減便策 28．6 2．8 54．5
1割高速策 0．0 0．0 13．6
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項　目 ノくス 鉄道 航空 近接離島航路
ノード数 多 多 少 少
ルート数 複数 複数 単独 複数
ルート長 短距離 短距離～長距離 中長距離 短距離
リンク 道路 鉄道 航空路 航路
直行性＊ × × O O












































































































































船種 単独直航 多港間往復型の複数航路 多港問巡回型の複数航路抜港便無し 抜港便有り 抜港便無し 抜港便有り
高速船 7　（3） 6　（1） 9　（3） 2　（1） 2
在来船 36（25） 14　（9） 22（13） 6　（3） 1　（1〉
フェリー 22　（7） 16　（6〉 12　（6） 2　（0） 0





抜港便無し 抜港便有り 抜港便無し 抜港便有り
航路数 16 22 4 1
離島数の平均 2．2 2．7 1．8 3．0
寄港数の平均 2．6 3．6 2．0 3．0




































































姫路 一 『 22 30 8 30 2 37
家島 22 30 一 一 3 10 15 10
男鹿 8 30 3 10 『 一 5 10

























































































































































































便数 運航時問（分） 便数 運航時間（分） 便数 運航時問（分）
高松 一 一 12，6．5 20 0 40
女木島 12，6．5 20 一 『 12，6．5 20



















































高松一男木 12，6．5 　400），（0），（0） 　　37．56），（3），（20r3）





















































































































































































始終発 各運航ごとの名　称 区　　　　間 運航日程 運航便数 時　刻 最低輸送能力
家島　姫路 家島港～姫路港 毎日 1日8往復 設定なし 設定なし
旅客160人か
男木港又は男木漁港～高松港 毎日 1日4往復 設定なし っ自動車8台
男木女木 旅客160人か
女木港～高松港 毎目 1日4往復 設定なし高松 っ自動車8台
旅客160人か
男木港又は男木漁港～女木港 毎日 1日4往復 設定なし っ自動車8台
旅客205人か
本島港～丸亀港 毎日 1目4往復 設定なし っ自動車13台
本島　丸亀
里浦港～丸亀港 毎日 1日2往復 設定なし 旅客55人
里浦港～本島港 毎日 1目2往復 設定なし 旅客55人
毎目　（日曜・
小豊島　土庄 小豊島港～土庄港 1日2往復 設定なし 旅客30人
祝臼を除く）
鰍崎港白水地区又は垂水地区
























一般旅客船 2等運賃 全　体（N＝74） 15．1 38．3 634．2
単独 全体（N＝36） 7．8 20．9 407．5
補　助（Nニ25） 9．4 24．2 479．2
非補助（N＝11） 4．0 13．3 244．4
複数 全体（N＝38） 22．0 54．9 848．9
補　助（Nニ24） 17．8 48．8 764．6
非補助（Nニ14） 29．3 65．4 993．6
高速船 2等運賃 全　体（N＝26） 28．7 47．2 1429．6
単独 全　体（N＝7） 14．2 26．3 762．9
補　助（N＝3） 11．4 20．7 650．0
非補助（N＝4） 16．3 30．5 847．5
複数 全体（N＝19） 34．1 54．9 1675．3
補　助（Nニ3） 29．1 47．7 1446．7
非補助（Nニ16） 35．0 56．3 1718．1
フェリー 2等運賃 全　体（N二51） 11．7 42．5 493．1
単独 全体（N＝25） 5．6 22．1 302．0
補　助（N＝7） 6．2 23．1 405．7
非補助（N＝18） 5．3 21．5 261．7
複数 全体（Nニ26） 17．6 62．2 676．9
補　助（Nニ10） 15．6 55．1 636．O




全　体（N＝51） 11．7 42．5 3100．9
単独 全体（N＝25） 5．6 22．1 2263．2
補　助（N＝7） 6．2 23．1 3031．4
非補助（N＝18） 5．3 21．5 1964．4
複数 全体（N＝26〉 17．6 62．2 3876．6
補　助（N＝10） 15．6 55．1 4338．0




全　体（N＝48） 11．6 42．2 5539．0
単独 全　体（N＝24） 5．1 22．4 4453．8
補　助（N＝7〉 6．2 23．6 5184．3
非補助（N＝17） 5．5 21．9 4152．9
複数 全　体（N＝24） 17．5 62．1 6624．2
補　助（N＝8） 14．8 53．0 6927．5



















































































船　種 運賃種別 航路別 重相関係数（R2）









































































































































































































































年度 事業者数 航路数 予算額 補助金交付額
1967 43 52 242，039 181，311
1968 45 53 266，325 209，236
1969 49 57 302，896 259，147
1970 54 64 322，896 322，896
1971 58 67 346，903 346，903
1972 79 88 426，243 426，243
1973 87 97 632，727 632，727
1974 91 102 897，797 897，797
1975 92 103 1，347，380 1，347，380
1976 103 114 1，903，507 1，903，507
1977 106 116 2，177，949 2，023，726
1978 111 121 2，485，930 2，080，525
1979 114 121 2，611，929 2，345，838
1980 125 132 2，720，327 2，720，327
1981 至24 131 3，719，320 3，500，083
1982 125 132 3，805，756 3，802，502
1983 125 130 3，869，357 3，769，083
1984 125 130 3，889，404 3，560，807
1985 124 129 3，935，986 3，254，864
1986 117 123 3，513，654 2，927，923
1987 112 118 3，220，249 2，746，095
1988 116 122 3，243，486 2，930，554
1989 114 121 3，736，662 3，534，713
1990 117 124 3，764，380 3，764，380
1991 121 128 3，804，010 3，804，010
1992 119 125 3，996，743 3，996，743
1993 117 123 4，184，439 4，184，439
1994 103 108 4，125，565 4，146，271
1995 103 107 4，125，685 4，141，118
1996 99 103 4，085，028 4，084，561
1997 105 109 4，085，378 4，084，576
1998 103 107 4，084，684 4，083，254
1999 104 109 4，073，980 4，073，178
2000 104 109 4，064，000 4，073，000
2001 104 109 4，064，000 4，064，000





























年度 事業者数 航路数 予算額 補助金交付額
1994 2 2 100，900 74，602
1995 4 4 154，200 117，360
1996 5 5 215，000 127，806
1997 5 5 215，000 138，031
1998 3 3 139，825 128，334
1999 3 3 126，000 126，000
2000 3 3 114，000 114，000
2001 3 3 113，000 113，000












































































































































































































































































































































































コスト 一一 （15，m）一…　　C（20，m） C（25，m）
R2
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図7－12　単独航路の減速策による運航サービスの合意指標
　複数航路においては、2目的の運航改善計画であり利用者の総所要時間と航路事業者の
総運航時間はお互いにトレードオフの関係にあるため両者の代替案の集合を列挙して運航
サービスの合意形成に導くことになる。
　運航計画問題による代替案とコストの関係を図7－13に示す。縦軸はコストC、横軸は
総所要時聞丁、Z軸は総運航時閥Vを表す。曲線P（C，VT）は第6章で求めた3次元軸上の
175
パレート解の集合、それを縦軸と横軸の平面に投影したのが曲線P｝（C，T）、横軸とZ軸の
平面に投影したのが曲線P”（VT）である。
　点C。V。T、が現在の値であり、モデルの適用により現在のコストC。のままで利用者の
総所要時間を減少させる解（C、V、Tb）が存在する。また、総所要時間がT，に増加する
範囲で合意を得られればコストをC、からC。の範囲で削減可能なことを示している。
　また、図7－14に示すように、総所要時間が一定で総運航時問つまりコストを減少させ
る解（CbVbT。）も存在し、部分的な区間の所要時問が大きくなる課題もあるが利用者と
事業者の合意形成の有用な指標として利用可能であると考えられる。
C：コスト
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図7－13　複数航路の運航改善計画による運航サービスの合意指標（1）
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図7－14　複数航路の運航改善計画による運航サービスの合意指標（2）
　また、第1章、第2章で示したように近接離島の人口減に伴う輸送客体の減少により輸
送需要は今後増加していくとは考えにくい。表7－2に示めしたように、指定区問のサー
ビス基準には運航日程、運航便数、始終発時刻および各運航ごとの最低輸送能力が示され
ている。しかしながら、始終発時刻については具体的な数値が示されていない。また、そ
の区問における就航時間帯についても設定がなされていないため、運航便数を満足すれば
始終発時刻や航海速力は航路事業者によって決定することが可能である。つまり、需要低
下による運賃収入の減少の対応や現状においても始終発時刻の短縮や減速航海により運航
経費削減の可能性がある。
　将来的には、需要低下により指定区閤のサービス基準の見直しの必要性も考えられ、本
研究の成果により運航コストと指定区間のサービス基準の関係を示すことが可能となり、
行政・利用者・航路事業者による指定区間のサービス基準の合意形成に役立つものと確信
する。
177
7．5結言
　本研究の成果について、島国であるわが国における近接離島と本土とを結ぶ離島の生活
航路を対象とし、過疎化の進行による需要低迷と生活水準の向上による利便性向上という
相反する要求に対して利用者と事業者の合意形成を解決する方策について検討を行った。
　そこで、地方分権が進みローカルミニマム対策が地方自治体自体に求められる現状にお
いて、利用者、事業者と地方自治体のそれぞれの役割を明らかにし航路の運航サービスレ
ベルに対する受益と負担の関係を科学的な手法により算定出来るようになった。その結果、
以下の点が明らかになった。
①運賃は原則として能率的な経営の基で輸送サービスを提供するのに要する適正なコスト
に基づき決定され国土交通省の認可によるものであるが、距離と運賃は相関があるように
見えるが同じ距離におけるバラツキが大きく運賃格差が見られる。また、近接離島航路の
運賃率は地方バスや地方鉄道に比較して最小値こそ小さいものの平均値も高く、特に最小
値と最大値の格差が大きく、他の公共交通機関と比較しても航路間の格差が大きく利用者
の負担も大きいと考えられる。
②離島航路においては、航路補助、船舶建造資金、離島港湾についてこれまでに相当額の
補助がなされていることが明らかになった。
③運航サービスレベル決定における住民の要望と社会的なコンフリクトに対して自治体の
支援により合意を形成していくために、誰もが理解しやすい指標を示す必要があり、限ら
れた需要や財源による何らかのコンフリクトが存在することを承知の上で運航サービスレ
ベルを合意していくためのコストモデルを検討し、運航サービスの変化に対し本研究の成
果を用いて代替案間のコストの関係を具体的に比較検討することにより、運航サービスの
合意形成の指標として役立つことを明らかにした。
④本研究の成果は、近接離島航路の指定区間において将来の需要減に伴うサービス基準の
見直しが必要な際にも、行政・利用者・航路事業者によるサービス基準の合意形成に利用
可能なことが明らかになった。
⑤本研究の成果は、運航サービスとコストの関係から必要とされる運航サービスを提供す
ることが利用者の負担としての運賃では事業者の収益確保できなければ、地方自治体がロ
ーカルミニマムの確保として補助を支給する際の指標としても利用可能となる。
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第8章結論
8．1研究のまとめ
　本研究では、まず、島国である日本の縮図とも言えるわが国の本土以外の離島の現状分
析を行った。安定した生活環境を確保し離島の活性化を図ることを目的として離島振興法
が1953年7月に制定され、以後50年の問の累計で約4兆円もの国税が投入されており、
離島におけるハード面の整備は進んだものの、人目は半減しているというのがこれまでの
施策の結果である。その中でも、人口減少が著しいのは本土近接型離島である。そこで目
常生活圏が本土の中核都市まで広がっている本土近接型離島と本土との生活航路を研究の
対象として現状の分析を行い、輸送需要の低迷による採算性の低下を明らかにした。
　また、地方のその他の交通機関に対する施策の変遷と現状との比較検討を行い、ナショ
ナルミニマムとしての離島航路の抱える課題を明らかにした。そして、離島航路の航路事
業者にアンケート調査を実施し、運航サービス改善に対する取り組みや規制緩和の影響な
どを調査するとともに利用者の二一ズの把握状況と過去のアンケート調査結果との比較を
行い、利用者二一ズの現状として、生活水準の向上からこの航路に対しても利便性の向上
が望まれており、その中でも就航時問の延長と増便の要求が高いことを明らかにした。
　しかしながら、採算性の悪い近接離島航路において増便や就航時問帯の延長を実施する
ことは航路事業者の負担を増加させるばかりで、その実現性は困難である。そこで、本研
究では、利用者の合意を得にくい運賃増となるような運航サービスの改善は検討しないこ
ととした。そのため、航路事業者のコスト負担が増加しない運航サービスの改善策を検討
した。但し、現状で実行可能な代替案を越える運航サービスを提供することが、ナショナ
ルミニマムまたはローカルミニマムとして航路事業者に求められる場合、事業者の経営努
力の範囲を越えており、利用者の運賃値上げの合意若しくは提供する運航サービスに応じ
た補助金交付を検討することが必要となることも明らかにした。
　地方分権化の流れから運航サービスレベルの決定にっいては、地方自治体に委ねられよ
うとしている。そこで、地方自治体ではそれぞれの実状を考慮して利用者と事業者の運航
サービスに対する合意形成の指標を示すことが必要となっているが、その計画立案の力量
が備わっているとは言えない。
　そのため地方交通に関連する過去の研究を調査したところ、離島航路に関する研究はこ
れまで補助のあり方および必要性、離島航路研究の必要性、実態調査が主に行われてきて
いることを明らかにした。また、他の交通機関に関する運行計画に関する設計・スケジュ
ール問題をそのまま近接離島の生活航路に適用することは、形成されるネットワークの形
状や輸送機関の特性が異なるため容易ではないことが明らかになった。
　そこで、近接離島と本土の2港問を単独で結んでいる単独生活航路では、利用者二一ズ
を考慮した航路事業者の負担をかけないような運航サービス改善について、離島振興に与
える影響が大きく利用者の要望の高い「増便」「ダイヤ変更」による船員数の変化や労働時
間の制約を取り込んだ整数計画法として運航スケジュールをモデル化し、運航スケジュー
ルとコストの関係から運航サービス改善の具体策を検討し、最後に航路毎に改善策の実現
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可能性を明らかにした。
　また、近接離島の生活航路において集約・統合等による航路再編の可能性のある複数の
離島と本士とを結んでいる複数航路では、採算性の低下による減便の可能性が大きな問題
となっており、便数の維持という利用者の二一ズを考慮しながら、航路事業者の収支改善
策を実現する方策について明らかにし、複数航路において集約・統合等による航路の運航
改善計画を数理計画法を用いてモデル化を行った。そして、実際の航路を対象としケース
スタディを行い具体的に検討することにより、複数航路における具体的な航路運営の合理
化策を明らかにした。
　最後に、離島航路における利用者の運賃負担の現状、航路事業者の航コストおよび国・
地方自治体の支援について詳細に検討を行い、運航改善策の運航コストと運航サービスレ
ベルの関係を明らかし、改善策に対する利用者と事業者の合意形成に向けての指標を示し
た。また．、本研究では運賃は一定としたが運航サービスとコストの関係を提示できるため
受益者負担による運賃増加に対する合意形成にも利用可能である。
　このことは従来の研究成果にはないもので、本研究の重要な部分である。
第2章から第7章まで得られた結論をまとめると以下のようになる。
　第2章では、地方の交通政策の変遷と現状に基づく離島交通政策の位置づけを明確にす
るため、離島航路の現状を明らかにして、離島交通に対する様々な問題点にっいて検討を
行った。更に離島航路におけるナショナルミニマムとしての運航サービスレベルのあり方
を明確にする必要があるため、これまでの各種交通機関に対するナショナルミニマムの運
行サービスレベルにっいて整理し検討を行い以下の点が明らかになった。
①交通分野においても、交通事業者の創意工夫及び市場における公正かっ自由な競争を通
じた事業活動の活性化・効率化を図り、運輸サービスの多様化や高度化、運賃の多様化や
低廉化等交通利用者の利便の増進を図るため、2001年度から、鉄道、自動車交通、海上交
通及び航空の各分野において、原則として需給調整規制は廃止された。しかしながら、離
島交通や過疎地域等における生活交通サービスの維持については、国が一定の責任を有す
るとして一定の規制を継続して設けている。
②離島航路では、現在でも赤字を余儀なくされている事業者が多く、将来においても過疎
化の進行等により輸送需要が低迷する中で人件費をはじめとする諸経費の上昇が予想され，
運賃や補助の増額が容認されにくい中で船舶を定期運航しなければならないため、事業収
支の悪化の傾向をたどり、離島航路の経営は一層困難なものになると見込まれため、運航
サービス改善には航路事業者の負担を考慮した方策を検討する必要がある。
③離島航路の活性化方策を講じることにより、離島における観光振興を促進するとともに、
島民の生活の足ともなる離島航路の経営安定化・拡充を図り、補助航路として維持存続さ
せることではなく、離島航路として自立させるような方策を検討する必要がある。
④ナショナルミニマムについては、国と地方のいずれにしても、運行サービス水準の設定
にっいては明確にすることを避けているとしか考えられない。特に国においてナショナル
ミニマムとしての運行サービス水準を設定してしまうと、全ての地域においてもその運行
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サービス水準を提供しなければならなくなるためであると考えられる。
⑤地方においても、前例となるべくして積極的にミニマムレベルを設定しようという動き
は見られないのが現状である。海運造船合理化審議会の答申にある1目4便以上を全ての
近接離島航路が満足しているわけではなく、一律に4便を満足させようとすると事業者の
経営改善はもとより利用者の運賃負担の増額、又は補助金の増額が必要となり、それらの
負担と利用者の受益の関係にっいて指標化するモデルが必要となる。
　第3章では、地方の公共交通に関する文献レビューにより、以下の点が明らかになった。
①離島航路を対象とした研究は少なく、アンケートやヒアリングによる調査分析といった
研究が主流で政策に関する研究が多少みられるものの、特に航路の運航サービスに対して
数理モデルを適用したものは本研究以外にはみられない。
②需要の低い地域における陸上のバス・鉄道及び航空交通維持や規制緩和に関して、地方
自治体が主体となるための方策について検討されているが、離島航路においてはこれまで
国家補助により厚遇されており規制緩和後の影響についての論文とクラブ組織の形式によ
る維持方策の研究はみられるものの、利用者の運航サービスによる受益や負担と航路事業
者のコスト負担との合意形成の方策にっいての研究も本研究以外にはみられない。
③陸上のバス・鉄道及び航空の交通計画を数理モデルにより定量的に扱った研究はみらら
る。海上輸送においても、外航海運では配船計画問題、国内旅客船では最適船型問題など
研究されているものの国内旅客船における、航路の利便性向上による受益と負担の関係を
定量的に扱った研究成果は本研究以外にはみられない。
④需要の低い地域における陸上のバス・鉄道事業者への補助金にっいての正当性、理論的
根拠などの研究も多数みられるが、離島航路における補助と運航サービスレベルを定量的
に扱った研究も本研究以外にはみられない。したがって、本研究は初めて離島航路の運航
改善計画を数理モデルにより定量的に扱った特徴的な研究と言えよう。
　第4章では、まず近接離島の生活航路における利用者二一ズを考慮した運航サービス改
善について検討を行うために、近接離島航路事業者にアンケート調査を実施し、その経営
状況や運航サービスに対する現状等にっいて明らかにした。また、過去のアンケート調査
との比較を行い利用者二一ズの現状について比較検討した結果により、以下のことが明ら
かになった。
①規制緩和の影響は、実施後半年が過ぎた時点ではあまりみられない。
②航路の活性化については積極的な取り組みがなされている。
③航路事業者は利用者め二一ズの把握はしている。その実現に対しては具体的に検討して
いる事業者もみられるがあまり積極的ではない回答が多い。
④航路の運航サービス計画にっいては、これまでの経験をもとにして社内で決定している
事業者がほとんどである。
⑤就航時問を延長せずに増便による改善策の実現性については、利用者が分散するだけで
利用増になるとは考えていないという回答が多い。
⑥就航時間の延長については、増員が必要となるので実現困難と増員の必要はないが賃金
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の増加になり実現困難という回答がほぽ半数である。
⑦就航時間の延長と増便をともに実施するには、約半数は増員が必要となるため実現不可
能という回答であり、約1／3は増員の必要はないが賃金の増加が必要であると回答してい
る。
⑧経理・会計用および船員の配乗スケジュール計画支援のソフトに対する要望が多い。
　次にその結果により、利用者の要望の高かった「増便」とr就航時問帯の延長」に対し
の運航サービス改善の実現可能性に対して利用者の利便性と事業者の負担について検討し
た結果を示し、具体的な改善策の検討を行い、以下の結果が得られた。
①航路事業者の負担のみが増加する改善策では、運航サービス向上による需要増が著しい
か、利用者の負担増の運賃付加への合意が得られるか、社会政策的な見地からの政策の導
入による補助がなけれぱ実現可能性は低いと考えられる。更に、運賃の増加や国家財政の
厳しい状況において政策による補助の追加的な導入は容易でないと考えられる。そこで、
航路事業者のコスト負担をできるだけ最小にするような改善策について検討を行う必要が
ある。
②需要増があまり望めない近接離島航路の場合には、生活航路として最低限としての運航
サービスの維持が課題となり、コスト面でのシビアな計画が要求される。
③単独航路については、便数や航海時間を変化させた計画を検討する場合に、最も大きな
固定費となる必要な海員数を船員法による労働時間の制約を満足する利用者の利便性と航
路事業者の運航経費の2目的を最適化する数理計画問題として最適解を求める必要がある。
④複数航路については、各港間における利用可能ルートが複数あり、各ルートの便数の合
計である総利用可能便数を利用者二一ズとして維持し運航を改善する計画を検討するため
に、各港間の所要時間と就航船舶数と各船舶の運航時間を既知とし、総利用可能便数を満
足する所要時間と運航時間の2目的を最適化する数理計画問題として最適解を求める必要
がある。
　第5章では、単独航路を対象として航路事業者の負担増を回避しつつ運航サービスを少
しでも改善する方策について検討を行った。そのために、これまでほとんど工学的な手法
の対象として研究されていない近接離島の単独航路における運航スケジュ」リング問題に
っいて定式化し、その解法の検討も行った。この解法を用いて現在の運航サービスの評価
を行い、改善策の具体的な実現可能性について検討を行った。その結果得られたことを以
下にあげる。
①現状の就航時間帯でも増便可能な航路が多い。特に、在来船の航路が多く増便可能な便
数も多い。その反面・効率的に運航されていて現在の就航時間帯では増便不可能な航路が
明らかになった。
②減速策により増便可能となる航路では、利用者の減速による不便が若干発生するが・航
海時間の延長が2割程度に納まるものも多い。実現可能性は在来船で最も高く・次に高速
船、フェリーの順である・
③高速策により海員を減員させて、そのコスト削減により就航時聞帯の延長を実現する方
法については・フェリー航路で実現可能性が高いと考えられる。
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④今回開発したプログラムは2港問または2地点間をデイリーに定期運航されている輸送
機関に適用可能であり、必要な最小乗務員数を求めることが可能であるため運航コストの
算定が容易になり、詳細なコストモデルを組み込むことで運航サービスと運航コストのト
レードオフにより提供する運航サービスを検討する際に有効な手法となる。
　第6章では、離島航路補助政策は当面する諸問題を解決するための努力をまず航路事業
者に求めており、具体的には不採算路線の集約・統合及び経営の合理化による収支改善を
図ることなどである。そこで、複数航路を対象として航路の集約統合を検討する際に必要
となる運航計画モデルについて数理計画問題として定式化し、その解法の検討を行った。
　この解法を用いてケーススタディを行い便数の維持という利用者二一ズを考慮しながら
航路事業者と利用者の立場から検討を行った。その結果得られたことを以下にあげる。
①利用者の総所要時問で評価した場合、ケーススタディを行った家島諸島航路においては
現状の総運航時間でも総所要時間を減少できる方策があることが明らかになった。
②ケーススタディをおこなった家島諸島航路と直島諸島航路において、利用者が総所要時
間の増加を許容できるならば、現状の利用可能便数を維持しながら経営合理化を図ること
ができる方策があることが明らかになった。っまり、補助を受けている航路であれば、そ
の配分金額を低く押さえる可能性があることが明らかになった。
③今回求めた現状で実行可能な代替案を越える運航サービスを提供することが、ナショナ
ルミニマムとして航路事業者に求められる場合、事業者の経営努力の範囲を越えており、
提供する運航サービスに応じた補助金交付を検討することが必要となる。
④本モデルをケーススタディを行った以外の複数航路に適用することにより、現状の運航
サービスレベルを定量的に提示することが可能となり、現在のダイヤが利用者の利便性を
重視しているか、事業者の経営合理化を重視しているかの評価に用いることが可能である
と考えられる。今回ケーススタディを行った2航路にっいては、航路事業者は利用者の利
便性を重視していることが明らかになった。
⑤利用者の総所要時間の変動を定量的に提示することが可能となり、利用者の利便性の変
動と航路事業者の経営合理化を相対的に検討することにより、両者の合意形成の指針を示
すことが可能であると考えられる。また、補助航路においては、補助金の必要性や配分額
の検討が可能となると考えられる。
　第7章では、第5章、第6章の結果に基づき、利用者の運賃負担の現状、航路事業者の
運航コストおよび国・地方自治体の支援にっいて詳細に検討を行い、運航改善策を実行す
る際の運航コストと運航サニビスレベルの関係を明らかし、合意形成の課題とプロセスに
おける本研究の役割について以下の点を明らかにした。
①運賃は原則として能率的な経営の基で輸送サービスを提供するのに要する適正なコスト
に基づき決定され国土交通省の認可によるものであるが、運賃は同じ距離におけるバラツ
キが大きく相関はそれほど高くなく運賃格差が見られる。また、バスや鉄道の運賃率に比
較して最小値こそ小さいものの平均値も高く、特に最大値の格差が大きく、近接離島にお
ける運賃率は他の公共交通機関と比較しても航路間の格差が大きく負担も大きいと考えら
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れる。
②離島航路においては、航路補助、船舶建造資金、離島港湾にっいてこれまでに相当額の
補助がなされていることが明らかになった。
③運航サービスレベル決定における住民の要望と社：会的なコンフリクトに対して自治体の
支援により合意を形成していくために、誰もが理解しやすい指標を示す必要があり、限ら
れた需要や財源による何らかのコンフリクトが存在することを承知の上で運航サービスレ
ベルを合意していくためのコストモデルを検討し、住民の運航サービス高度化の具体的な
方策に対し本研究の成果を用いて具体的な受益と負担の関係の指標化を行った。
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8．2今後の砺究課題と展望
　本研究における今後の課題としては、以下のような問題が残った。
　まず、単独航路の数理モデルでは当初は汎用性と将来の詳細なコストモデルの導入を考
慮して、まず航路事業者と利用者のそれぞれの目的を取り入れたモデルにする予定であっ
たが、これらの目的関数の定義が容易ではないことから、コストの目的関数の代わりに最
小海員数を求める問題に転化した点である。今後はコストの目的関数を定義し、より精度
の高いモデルとする必要がある。
　また、利用者のすべての二一ズを向上させることは単純にコスト増となり運賃や補助の
増加が必要となるが運賃や補助は一定としたため、ある運航サービス属性を若干低下させ
て他の運航サービス属性を向上させる等のコストの負担増を軽減する方策について検討を
行った。その際の運航サービスの変動と利用者の需要変動の関係も非弾力的として取り扱
ったが、より精緻なモデルとするためには所要時問と便数の増減における需要変動につい
て定量的に示す必要がある。この点は、各航路の持つ地勢的、経済的な条件により航路毎
に異なると考えられ、実際にモデルの適用を検討する際に地方自治体等で利用意向の調査
を実施し定量化する必要がある。
　次に、複数航路においては家島諸島航路のケーススタディの結果から、家島・坊勢問の
平均所要時間が大幅に増加した。今回の複数航路に適用したモデルは、利用者二一ズとし
て利用可能便数を維持するという制約で全体最適を目的としたため、部分的な区問の利便
性の低下については今後検討する必要がある。また、単独航路と同様にそのときの利便性
の低下と利用可能便数の関係および利用者の需要変動の関係を定量的に把握する必要があ
る。
　また、今回のモデルは、待ち時間と乗換時間は実際にダイヤを設定しないと与えること
はできないため一定として目的関数から除いたが、今後は時問価値を取り込んだダイヤの
設定について検討しモデルに追加したいと考えている。更に、増便や減便する場合のダイ
ヤの再編成も重要な問題であり今後の課題とする。
　本研究では、島国であるわが国における近接離島を対象とし、それらの離島と本土とを
結ぶ航路は過疎化の進行により様々な問題を抱えており、それを解決する方法として経済
的視点から科学的な手法を用いて効果的な改善策について検討を行った。
　わが国は島国であり離島の諸問題は目本の地域生活の縮図とも言える。離島は、住民自
身の生活の場であるとともに、貴重な自然、文化遺産、豊富な海洋資源に恵まれており、
国土形成のうえで重要な役割を担う地域として認識され、首都圏に集中した人口を地方に
分散させることのできる魅力ある地域づくりへの計画支援システムの開発と整備が必要と
されている。
　離島を個性豊かで魅力ある地域にし、国土の均衡ある発展を図るためにも離島交通の整
備が大きな課題となっている。これらを解決するためにも離島交通に対する一層のハード
面およびソフト面の対策が課題として残されている。
　以上のように残された課題は多いが、本研究が島国であるわが国における近接離島と本
土とを結ぶ離島航路が抱えている問題を解決する一助になれば幸いである。
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る流通情報工学科をはじめとする広島商船高等専門学校の教職員の皆様には、本研究を遂
行するにあたって多大な迷惑をお掛けしたにもかかわらず、終始暖かな励ましとご支援を
頂きました。紙面を借りて感謝申し上げます。
　最後に、本研究を行うにあたり、ヒアリング調査にご協力いただいた高速いえしま（株）、
家島汽船（株）、坊勢汽船（株）をはじめとする全国の航路事業者の各位に対し末尾ながら
深く感謝の意を表します。
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参考資料（近接離島航路事業者へのアンケート調査表）
離島航路事業者　様
　拝啓　初夏の侯、貴社ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。平素は離島航路の
運営・改善に格別ならぬご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。離島航路は離島住民にお
きまして、生命線であり、重要な役割を担っているものであります。
　さて、ご承知の通り平成12年10月1日に海上運送法が改正されました。改正の背景
と目的は需給調整規制の緩和と市場原理の導入であり、離島の対本ニヒ交通基盤を強化し、
離島交通の効率化・低コスト化への対応策を実現することを目的としております。一方、
生活航路につきましては「指定区問」として、船舶運航計画（運航便数、始終発時刻、旅
客定員等）のサービス基準を制定し参入時に審査する事になっております。
　しかしながら、離島の人口減少・産業の減退は歯止めがかからない状況であります。こ
のような現状では、逆にサービス基準による運航を行うことが困難になってくるものと予
想され、離島航路事業者の経営にも相当の影響を及ぼすと予想されます。
　この度は、海上運送法の改定に伴い、今後における航路運営の経営改善の方策や現状の
問題点を検討するために、本調査をお願いするものであります。
　私どもの学校も離島に立地しており、多くの学生・教職員が離島航路を利用しておりま
す。生活水準全般の上昇を反映して、利便性、速達性、快適性を求める声も多いと思いま
すが、経済の原則からするとその声に答えることは容易なことではないと考えております。
　そこで、少しでも科学的な方法で離島航路の経営を支援できないものかと研究をはじめ
た次第であります。なにとぞご協力の程よろしくお願い申し上げます。
敬具
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離島航路に関するアンケート調査
【ご回答にあたってのお願い】
■この調査は、離島航路の現状や航路事業者の方が抱えている経営上の問題点等を伺い科
学的な経営支援の方策についてお伺いするものです。貴社の離島航路事業部門の責任者
の方にご記入いただければ幸いです。
■地方公共団体の場合、航路事業担当部門をr貴社」と読み替えてください。個人事業者
の場合、航路事業についてご記入下さい。
■この調査は、調査目的以外（例えば税金など）のことには一切使用しません。
ロアンケートの回答は、あてはまる番号にO印を付けていただくものが中心ですが、具体
的に記述をお願いするものもあります。各設問にしたがってご記入下さい。
■アンケート用紙は1枚ですが両面に設問がありますので、ご記入の程よろしくお願い申
　し上げます。
□本調査の結果は、調査結果がまとまり次第、ご協力いただいた方にご送付させていただ
きます。
ご多忙中大変恐縮ですが、ぜひ調査にご協力下さるようお願い申し上げます。
　　　　　　ご回答いただいた調査票は、同封の返信用封筒にて
平成13年5，月31目　までに
ご投函いただきますようお願い申し上げます。
　　■本アンケート調査について、
下さい。
ご不明な点や質問がございましたら、下記までご連絡
広島商船高等専門学校
流通情報工学科
〒725－0200　広島県豊田郡東野町4272－1
　　　　　担当　永岩　健一郎
Te1＆Fax　　　　O8466・7・3091
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問1．　平成12年10月1日に海上運送法が改正されましたが、この改正
についてお伺いします。あてはまるものにすべてにO印をおつけ下さい。
L　他航路への参入が容易になりビジネスチャンスである
2．指定区間はサービス基準があるため参入は容易でない
3．何も影響が無い
4．参入により経営が悪化している
5．その他（具体的に）
問2．　　「離島航路」の活性化への取り組みの現状についてお伺いします。
現在実施していること、あるいは近年実施されたことがあれば、あてはまる
ものすべてにO印をおつけ下さい。
L　運航体制の見直し
3．共同運航
5．抜港を検討
7．高速化
2．航路の再編成
4．寄港地の見直し
6．航路の集約化
8．隻数の減
9。離島住民に割引制度を設けている
　　（その場合の財源、補助負担は1，地方自治体（市町村）、2．県、3。国家補助）
10．様々な運賃設定を行って、需要の喚起を行っている
問3．　航路利用者からの航路の運航サービスに対する要望についてお伺い
します。あてはまるものすべてにO印をおつけ下さい。
1．増便を要求する利用者が多い
2．・増便よりも就航時間帯の延長を希望する利用者が多い
3．増便と就航時問帯の延長を共に希望する利用者が多い
4．船舶の高速化の要望が多い
5．船舶の大型化の要望が多い
6．現在の運航サービスに満足しているようである
7．その他（具体的に）
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問4．　航路の運航サービス向上についてお伺いします。あてはまるものす
べてにO印をおつけ下さい。
1．就航時間帯は変えずに増便を検討している
2。増便はしないが就航時間の延長を検討している
3．就航時間を延長しかつ増便も検討している
4。高速化を検討している
5．船舶の大型化を検討している
5。現状の運航サービスを変更する予定はない
6、その他（具体的に）
問5．・航路の運航サービス水準（便数・就航時間帯等）の計画についてお
伺いします。
あてはまるものにO印をおつけ下さい。
L　利用実績、今後の見通しを考慮して社内において計画決定している
2．経営コンサルタントなどに依頼している
3．その他（具体的に）
問6．　就航時間は延長せずに増便による運航サービス向上の実現性につい
てお伺いします。あてはまるものにO印をおつけ下さい。
1。就航時問を延長せずに増便しても利用者が分散するだけで増加するとは考えられ
　　ないので増便する意味がないと思う
2．就航時間を延長せずに増便すると従業員の増員が必要となるので実現は困難であ
　　ると思う
　　もし具体的にお解りになればお答え下さい。
　　海員（　　）名、陸員（　　　）名の増員が必要
3．その他（具体的に）
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問7．　就航時間延長による運航サービス向上の実現性についてお伺いしま
　　　　す。あてはまるものにO印をおつけ下さい。
1．就航時問を延長すると従業員の増員が必要となるので実現は困難であると思う
　もし具体的にお解りになればお答え下さい。
　海員（　）名、陸員（　　）名の増員が必要
2，就航時間を延長すると従業員の増員は必要ないが労働拘束時間が延長となるため．
　賃金の増加が必要となる。
　もし拘束時間を設定されていればその時間をお答え下さい。　　（　　）時間
3．その他（具体的に）
問8．　就航時間延長・増便による運航サービス向上の実現性についてお伺
いします。あてはまるものにO印をおつけ下さい。
1．従業員の増員が必要となるので実現は困難であると思う
　もし具体的にお解りになればお答え下さい。
　海員（　）名、陸員（　　）名の増員が必要
2．従業員の増員は必要ないが労働拘束時問が延長となるため賃金の増加が必要
　もし拘束時間を設定されていればその時問をお答え下さい。　　（　）時間
3．その他（具体的に）
問9．　国、地方自治体の補助についてお伺いします。あてはまるものにO
印をおつけ下さい。
1．航路の欠損補助を実施してくれるならば運航サービスを向上してもよい
2．航路補助がなければ経営が不可能である
3．税制上の優遇措置を、して欲しい
4。船舶建造の資金援助をして欲しい
5．その他（具体的に）
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問10。　航路事業者側からみたナショナルミニマムとしての運航サービス
についてお伺いします。
始発の時間（ ）時頃が適当である
終発の時間（ ）時頃が適当である
1目の便数（ ）便が適当である
問1L航路事業者の企業経営に役立つと思われるパソコン等のソフトにつ
いてお伺いします。あてはまるものすべてにO印をおつけ下さい。
1．
2．
．3、
4．
5．
6．
7．
経理・会計用ソフト
運航スケジュールの計画を支援してくれるソフト
配船する船型の決定を支援してくれるソフト
船員の配乗スケジュールの計画を支援してくれるソフト
航路の需要を予測するソフド
フェリー航路の場合に自動車の効率的な積み込みを支援してくれるソフト
その他具体的にあれば便利だと思われる業務支援の内容をご記入下さい。
最後に貴社名をご記入いただければ幸いです。
　　　（ご記入いただかなくても構いません）
ご記入ごくろうさまでした。どうも、ありがとうございました。
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